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金融仲介機能のベンチマークの活用状況について

平成２８年９月、金融庁は、金融機関における金融仲介機能
の発揮状況を客観的に評価できる５５項目の指標からなる
「金融仲介機能のベンチマーク」を策定・公表しました。
当金庫においては、ベンチマークをお取引先支援における

重要指標と位置付けることにより、金融仲介機能の質を高め、
お取引先の発展・成長に向けた課題解決や経営改善支援に
真摯に取り組んでいます。

金融仲介機能のベンチマークについて

令和3年度 ベンチマーク実績

●

●

●

●

お取引先企業大阪シティ信用金庫のベンチマーク

ベンチマークの
積極的な活用

●

●

●

●

●

●

本業支援先数および全事業先数に占める割合

本業支援先の融資残高、および同先融資残高の
全事業先の融資残高に占める割合

販路開拓支援を行った先数

2,618先

2,022億円

本業支援先数❷

11.4%

18.9%

❷／❶

23,025先

10,682億円

1,356先

全事業先数❶

「シティ信金ＰＬＵＳ事業」として、お取引先の販路拡大や
商店街活性化、若手経営者の育成、産学官連携の支援など
に取り組むとともに、海外ビジネスを強力にサポートする

など、お取引先の発展と地域活性化につながる多様な
サービスを提供しています。

事業性評価に基づく融資を行っている与信先数および融資残高

上記計数の全事業先数および当該事業先の融資残高に占める割合

4,394先

19.1%

先数

5,595億円

52.4%

融資残高

当金庫制定の「事業性評価シート」に基づき、お取引先の
強みや課題を明らかにすることにより、財務諸表に過度に依存
することなく、課題解決につながる融資に取り組んでいます。

令和4年３月末時点で与信残高５０百万円以上の事業性
評価先数は３，３39先で67.7％となっています。

当金庫がメインバンク（融資残高１位）として取引を行っている企業のうち、経営指標（売上・営業利益率・
労働生産性等）の改善や就業者数の増加がみられた先数、および同先に対する融資額の推移1

メイン取引（融資残高１位）先数の推移

全事業先数に占める割合　

8,554先

37.9%

令和3年3月末

9,805先

42.6%

令和4年3月末

経営指標等が改善したメイン先に係る３年間の
事業年度末の融資残高の推移 3,108億円

令和3年3月末

2,381億円

令和2年3月末

3,201億円

令和4年3月末

メイン先数　　　　　　

メイン先の融資額

経営指標等が改善したメイン先数

8,554先

6,576億円

3,382先

令和3年3月末

9,805先

7,157億円

4,017先

令和4年3月末

昨年１２月、帝国データバンク大阪支社がまとめた、府内
１05，151社を対象にした、「第13回大阪府下メインバンク
調査」の結果が発表され、当金庫は前回調査に続き全体で
５位、信用金庫ではトップとなりました。令和3年度はコロナ
禍の中で、お取引先の資金繰り支援と経営改善支援に取り

組み、多くの中小企業の皆さまから、頼れる金融機関との
評価をいただいた結果であると考えています。
今後とも、コンサルティング機能を一層発揮し、メイン

バンクとしての使命を果たしてまいります。

当金庫が関与した創業、第二創業の件数

創業計画の策定支援先数

517件

296先

プロパー 信用保証付

地域経済の活性化に向けて、信用保証協会や日本政策金融公庫、商工会議所等と連携し、創業支援に積極的に取り組んでいます。

1,437先317先創業期の取引先への融資先数円滑な資金供給

お取引先の経営改善と企業価値の向上

新規創業・事業再生

地域の活性化

コンサルティング機能の強化・発揮

事業性評価に基づく課題解決型金融の推進

シティ信金ＰＬＵＳ事業の推進

創業支援・経営改善・再生支援・事業承継

外部機関との連携強化

人材育成

本業（企業価値の向上）支援先数および融資額と、
全事業先数および融資額に占める割合4

事業性評価に基づく融資を行っている与信先数と融資額、
および全事業先数と融資額に占める割合3

創業支援への取り組み2
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金融仲介機能のベンチマークの活用状況について

平成２８年９月、金融庁は、金融機関における金融仲介機能
の発揮状況を客観的に評価できる５５項目の指標からなる
「金融仲介機能のベンチマーク」を策定・公表しました。
当金庫においては、ベンチマークをお取引先支援における

重要指標と位置付けることにより、金融仲介機能の質を高め、
お取引先の発展・成長に向けた課題解決や経営改善支援に
真摯に取り組んでいます。

金融仲介機能のベンチマークについて

令和3年度 ベンチマーク実績

●

●

●

●

お取引先企業大阪シティ信用金庫のベンチマーク

ベンチマークの
積極的な活用

●

●

●

●

●

●

本業支援先数および全事業先数に占める割合

本業支援先の融資残高、および同先融資残高の
全事業先の融資残高に占める割合

販路開拓支援を行った先数

2,618先

2,022億円

本業支援先数❷

11.4%

18.9%

❷／❶

23,025先

10,682億円

1,356先

全事業先数❶

「シティ信金ＰＬＵＳ事業」として、お取引先の販路拡大や
商店街活性化、若手経営者の育成、産学官連携の支援など
に取り組むとともに、海外ビジネスを強力にサポートする

など、お取引先の発展と地域活性化につながる多様な
サービスを提供しています。

事業性評価に基づく融資を行っている与信先数および融資残高

上記計数の全事業先数および当該事業先の融資残高に占める割合

4,394先

19.1%

先数

5,595億円

52.4%

融資残高

当金庫制定の「事業性評価シート」に基づき、お取引先の
強みや課題を明らかにすることにより、財務諸表に過度に依存
することなく、課題解決につながる融資に取り組んでいます。

令和4年３月末時点で与信残高５０百万円以上の事業性
評価先数は３，３39先で67.7％となっています。

当金庫がメインバンク（融資残高１位）として取引を行っている企業のうち、経営指標（売上・営業利益率・
労働生産性等）の改善や就業者数の増加がみられた先数、および同先に対する融資額の推移1

メイン取引（融資残高１位）先数の推移

全事業先数に占める割合　

8,554先

37.9%

令和3年3月末

9,805先

42.6%

令和4年3月末

経営指標等が改善したメイン先に係る３年間の
事業年度末の融資残高の推移 3,108億円

令和3年3月末

2,381億円

令和2年3月末

3,201億円

令和4年3月末

メイン先数　　　　　　

メイン先の融資額

経営指標等が改善したメイン先数

8,554先

6,576億円

3,382先

令和3年3月末

9,805先

7,157億円

4,017先

令和4年3月末

昨年１２月、帝国データバンク大阪支社がまとめた、府内
１05，151社を対象にした、「第13回大阪府下メインバンク
調査」の結果が発表され、当金庫は前回調査に続き全体で
５位、信用金庫ではトップとなりました。令和3年度はコロナ
禍の中で、お取引先の資金繰り支援と経営改善支援に取り

組み、多くの中小企業の皆さまから、頼れる金融機関との
評価をいただいた結果であると考えています。
今後とも、コンサルティング機能を一層発揮し、メイン

バンクとしての使命を果たしてまいります。

当金庫が関与した創業、第二創業の件数

創業計画の策定支援先数

517件

296先

プロパー 信用保証付

地域経済の活性化に向けて、信用保証協会や日本政策金融公庫、商工会議所等と連携し、創業支援に積極的に取り組んでいます。

1,437先317先創業期の取引先への融資先数円滑な資金供給

お取引先の経営改善と企業価値の向上

新規創業・事業再生

地域の活性化

コンサルティング機能の強化・発揮

事業性評価に基づく課題解決型金融の推進

シティ信金ＰＬＵＳ事業の推進

創業支援・経営改善・再生支援・事業承継

外部機関との連携強化

人材育成

本業（企業価値の向上）支援先数および融資額と、
全事業先数および融資額に占める割合4

事業性評価に基づく融資を行っている与信先数と融資額、
および全事業先数と融資額に占める割合3

創業支援への取り組み2
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金融仲介機能のベンチマークの活用状況について 内部統制の構築

健全で強固な経営管理体制の確立を目的に、理事会で定めた「内部統制システム構築の基本方針」に基づく体制を整備し、当金庫
を支えていただいている会員の皆さまをはじめ、お取引先や地域の方々など、大切なステークホルダー（利害関係者）の皆さま方に、
より一層の安心と信頼をお届けしてまいります。

強固な内部統制の構築に向けて

（1）理事および職員の職務の執行が法令および定款に適合
することを確保するための体制
●法令等遵守を金庫経営の最重要方針と位置付け、全役職員
が遵守すべき「コンプライアンス行動規範」と具体的な実践
計画として「コンプライアンス・プログラム」を制定します。
●コンプライアンス委員会を設置し、法令等遵守に関する経営上
重要な事項の検討・協議を行うとともに、コンプライアンス実践
状況について評価を行います。

●不正行為等の早期発見と是正に資するため、役職員からの
法令等違反行為等に関する通報の仕組み等を明示した「公益
通報者保護管理規程」を定め、相談・通報窓口を設置します。

●社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを
断固として排除します。
●内部監査部門は、法令等遵守態勢の適切性および有効性を検証・
評価し、その結果を理事長、理事会ならびに監事に報告します。

（2）理事の職務の執行に係る情報の保存および管理に
関する体制
●理事の職務の執行に係る情報について、文書（電磁的記録を
含む）の整理保管および保存期限ならびに廃棄ルール等を
定めた庫内規程に基づき、適正な保存および管理を行います。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
●理事会は、リスク管理を経営の最重要課題と位置付け、諸リスク
の正確な把握および適正な管理・運営を行う体制を構築し、
資産の健全性および収益の安定性の向上を図ります。

●各種リスクに係る組織横断的な協議・意思決定機関として、
ALM委員会、オペレーショナルリスク委員会等を設置し、リスク
に関する重要事項について協議と評価を行います。
●大規模自然災害や重大なシステム障害など、緊急事態の損害
や影響を最小限に抑えるために、「緊急事態対応マニュアル
（コンティンジェンシー・プラン）」を定め、平時から危機管理
体制を整備します。

（4）理事の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制
●理事会は当金庫の経営および業務執行に関する重要事項を
決定するとともに、理事の適正かつ効率的な職務の執行を
監督します。
●理事会は、経営組織、職制、事務分掌、職務権限などに関する
諸規程を制定し、当金庫の指揮命令系統の明確化および責任
体制の確立を図るとともに、効率的な職務遂行を実践します。

（5）次に掲げる体制その他の当金庫グループにおける業務
の適正を確保するための体制
①子会社等の取締役等および使用人の職務の執行が法令
および定款に適合することを確保するための体制
②子会社等の取締役等の職務の執行に係る事項の当金庫
への報告に関する体制

③子会社等の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

④子会社等の取締役等の職務の執行が効率的に行われる
ことを確保するための体制

●当金庫が策定した「コンプライアンス行動規範」を当金庫
グループ全体のコンプライアンスの考え方の根幹とし、これ
を子会社等の役職員に周知します。
●当金庫は、子会社等から庫内規程において定めた職務の
執行に係る一定の事項について報告を受けます。　

●監事および内部監査部門は、法令等に抵触しない範囲に
おいて、子会社等の法令等の遵守状況およびリスク管理の
状況を監査し、業務の有効性・適切性について検証します。
●子会社の業務にかかる統括部署を総務部と定め、法令等に
抵触しない範囲において情報の共有化と連携を図り、総務部
担当理事が統括的に管理します。

（6）監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた
場合における当該職員に関する事項および当該職員
の理事からの独立性ならびに当該職員に対する監事
の指示の実効性の確保に関する事項

●監事は、監査業務の実効性を確保するため、補助職員の配置
を求めることができます。また、監事の職務を補助する職員
については、理事からの独立性を確保します。
●監事の職務を補助する職員は、当該業務に関して監事の指揮
命令に従い、理事の指揮命令を受けないこととします。

（7）理事および職員ならびに当金庫の子会社等の取締役等
および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が
当金庫の監事に報告するための体制、その他の当金庫
の監事への報告に関する体制

●当金庫および子会社等の役職員は、経営に重要な影響を
及ぼす事項を認識した場合には監事に直接報告することができ、
内部監査部門は、内部監査結果を速やかに監事に報告します。

（8）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として
不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制
●当該報告を行った者に対して不利な取り扱いを行った者が
いた場合には、庫内規程に則り厳格な処分を行います。

（9）監事の職務の執行について生ずる費用の前払または
償還の手続、その他の当該職務の執行について生ずる
費用または債務の処理に係る方針に関する事項

●監事が監査費用の前払いや償還に係る請求をしたときは、
当該請求に係る費用または債務がその職務の執行に必要
でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または
債務を処理します。

（10）その他当金庫の監事の監査が実効的に行われること
を確保するための体制
●監事は、理事会や重要な会議等に出席するとともに、理事、
会計監査人、内部監査部門等との連携を通じて、適正かつ
実効的な監査を行います。

内部統制システム構築の基本方針（要旨）

次世代企業経営者や幹部の育成を行うことを目的と
したセミナーの開催や、事業承継支援センターを設立し、

信金キャピタル(株)や(株)日本Ｍ＆Ａセンター、(株)オン
デック等との連携により事業承継に取り組んでいます。

外部専門家を活用して本業支援を行った取引先数

REVIC、中小企業活性化協議会の利用先数

取引先の本業支援に関連する中小企業再生支援施策の活用を支援した先数

取引先の本業支援のため、他の金融機関や政府系金融機関と提携・連携した先数

380先

41先

849先

479先

お取引先ごとに具体的な経営改善方針や再生スキーム
を策定したうえで、中小企業活性化協議会などの外部機関と
積極的に連携し、抜本的な再生支援に取り組んでいます。
また、地域経済の活性化に向けてＲＥＶＩＣ（地域経済活性化
支援機構）が組成するファンドへも出資しています。
また、日本政策金融公庫とは平成１８年から、お取引先の

本業支援に向けて連携協定を締結し、創業・ベンチャー・
ソーシャルビジネス、海外展開、事業再生、農商工連携の
各分野での協調融資、経営支援について積極的な連携に
取り組むとともに、国が認定する中小企業の「経営革新等
支援機関」として、新型コロナウイルス関連をはじめ各種補助金
の申請支援や改善計画の策定支援に取り組んでいます。

6,968人

参加者数

46回

研修実施回数

259人

資格取得者数目利き力向上やコンサルティング能力強化に向けて外部
機関への出向や研修を実施するとともに、各種資格の取得
を奨励し、人材育成に取り組んでいます。

外部専門家の活用や他の金融機関との連携ならびに
中小企業再生支援施策の活用先数7

お取引先の本業支援に関連する研修等の実施数、
研修等への参加者数、資格取得者数8

事業承継支援先数6

事業承継支援先数 332先

令和3年3月末

248先

令和2年3月末

591先

令和4年3月末

営業店と本部の経営改善支援チームとが一体となって、経営
改善計画策定支援やビジネスマッチング支援、経営課題について
の助言・提案などを行うとともに、中小企業活性化協議会
とも連携し、経営改善・再生支援に取り組んでいます。

また、信用保証協会や日本政策金融公庫と連携し、経営
改善が必要な先への新たな資金供給や返済の正常化に
積極的に取り組んでいます。

337先

順調先

1,858先

条件変更総数

218先

好調先

経営改善計画策定先数

外部専門家による経営支援先数

1,244先

461先

先数

67.0％

策定率

1,303先

要改善先

当金庫が貸付条件の変更を行っている
お取引先の経営改善計画の進捗状況5




